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悪悪臭臭のの規規制制が、これまでの 

「物質濃度規制」から 
『『 臭臭 気気 指指 数数 規規 制制 』』に 
変 わ り ま し た 。 

大 阪 市 

 大阪市では、工場その他の事業場からの悪臭については、これ

までアンモニアや硫化水素など悪臭防止法に定める２２物質の

濃度に着目した「物質濃度規制」により規制してきました。 
 しかし、最近の悪臭苦情では、いろいろな物質が混ざり合った

複合臭が原因となる場合や、指定された悪臭物質以外の物質が原

因となる苦情が増加してきました。 
 そこで、本市では悪臭防止法に基づく規制方式を「物質濃度規

制」から、人の嗅覚を利用してにおいの強さを総合的に評価する

「臭気指数規制」へ、平成１８年４月１日から規制方法の変更を

行いました。 

≪概 要≫ 



【 ウェーバー・フェヒナーの法則  】 

 
◎ においとは  

 
私たちが日常生活をしていくなかで、様々な 

におい等を感じることがあります。 
  においを有する物質の数は、約４０万種ある 

と言われています。 
一般ににおいの質を大きく分けると花や果実 

や香水のように多くの人に好まれる芳香もあれ 
ば、動物のし尿臭、食べ物の腐敗臭のように誰 
もが不快に感じる悪臭（臭気）もあります。 

 
 ◎ 嗅 覚 の 役 割 と 個 人 差  
 

私たちは、主として視覚、聴覚に頼って日常生活を営んでおり、嗅覚の占める割合はあまり

大きくありません。しかし、嗅覚は腐った食べ物を見分けたり、ガス漏れを感知したりと、健

康や生命を守る上で重要な役割を果たしています。 
  また、嗅覚には個人差があり、その感度は年齢、性別、健康状態、喫煙習慣の有無などによ

っても影響されます。 
 
 ◎ に お い の 性 質  
   

においは、臭気物質が嗅細胞を刺激するこ 
とにより感じられるので、空気中の臭気物質 
濃度が高くなれば、それだけにおいも強く感 
じられます。一般的に、においの強さは臭気 
強度と呼ばれ、臭気強度と臭気物質の濃度 
（量）の間には、ウェーバー・フェヒナ―の 
法則が成り立つことが認められています。 

  例えば、アンモニアの臭気強度と物質濃度 
の関係をグラフに示すと右図のようになりま 
す。この図を悪臭対策の観点から見た場合、 
臭気強度４のアンモニア量（10ppm）を 90％ 
除去しても臭気強度 2.5（1ppm）にしかなら 
ず、臭気強度 1（0.1ppm）にするためには、 
その 99％を除去しなければならないというこ 
とになります。つまり、人間の嗅覚では、臭 
気物質の量をほとんど除去しないと臭気が低 
減したとは感じられません。ここに悪臭問題  （アンモニアの臭気強度と物質濃度の関係） 
の難しさがあります。 

に お い ・ 香 り ・ 臭 気 ・ 悪 臭 
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臭気指数 ＝ １０ ｌｏｇ（臭気濃度） 
（例）１０×ｌｏｇ（１００）＝２０ 

 
◎ 臭 気 指 数 と は  

 
においの付いた空気や水を、においが感じられなくなるまで無臭空気（水の場合は無臭水）

で薄めたときの希釈倍率（臭気濃度）を求め、その常用対数値に１０を乗じた数値のことをい

います。算出式は、次のとおりであり、例えば、悪臭の試料を１００倍に希釈したとき、大部

分の人がにおいを感じなくなった場合、臭気濃度は１００となり、その臭気指数は２０となり

ます。 
 
 
 
 
  この方法は、においそのものを人の嗅覚で測定するため、周辺住民の悪臭に対する感覚と一

致しやすい面で優れています。 
 
 
 ◎ 臭気強度と臭気指数との関係  
 

臭気強度を表す方法としては、一般的にその強さを０～５の６段階の数値に分けた６段階臭

気強度表示法が用いられます。 
  また、悪臭防止法に基づく規制基準のうち敷地境界線における規制基準は、６段階臭気強度

表示法の臭気強度２．５～３．５に対応する臭気指数１０～２１の範囲から定めることとされ

ています。 
各臭気強度に対応する臭気指数は、表１に示すとおりであります。 

   
      （ 表１ 臭気強度と臭気指数との関係 ） 

臭気強度 内  容 臭気指数（敷地境界線） 

０ 
１ 
２ 

無臭 
やっと感知できるにおい 
何のにおいかがわかる弱いにおい 

 

（２．５） 
３ 

（３．５） 

（２と３の中間） 
らくに感知できるにおい 
（３と４の中間） 

１０～１５ 
１２～１８ 
１４～２１ 

４ 
５ 

強いにおい 
強烈なにおい 

 

 

臭 気 指 数 に つ い て 

２ 



敷 地 境 界 線 基 準 ： 臭気指数 １０ 

 
  悪臭防止法第３条及び第４条では、事業活動に伴って発生する悪臭を規制するため、市長が

地域を定めて規制基準を設定することとしています。 
具体的には、「敷地境界線（第１号）」、「気体排出口（第２号）」、及び「排出水（第３号）」

の各排出形態により、規制基準を定めています。 
 

【 悪 臭 防 止 法 に 基 づ く 規 制 概 念 図 】  
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
◎ 規 制 地 域  

大 阪 市 全 域 
 
◎ 規 制 基 準  
 
 ● 敷地境界線における規制基準（第１号） 
 
 
 
 
 
 ● 気体排出口における規制基準（第２号） 
   

気体排出口における第２号規制基準は、事業場敷地境界線上の第１号規制基準をもとに気体

排出口からの臭気の拡散状況を勘案して、 
・ 気体排出口から拡散した臭気の地表上での最大着地濃度が、第１号規制基準（敷地境界線

基準）を超えないこと 
・ 排出口等の形状を反映した許容限度の算出 
・ 気体排出口の高さによって臭気の大気拡散が異なるため、気体排出口の高さが１５メート

ル以上と未満の施設とに分けて設定 
などの考えをもとにして、次のように定められています。 

 

大 阪 市 が 定 め る 規 制 地 域 及 び 規 制 基 準 

●敷地境界線（第１号）の規制基準 

●気体排出口（第２号）の規制基準 

●排出水（第３号）の規制基準 

≪ポイント≫ 

用途地域（都市計画法）等に

関係なく全域となります。 

≪ポイント≫ 

悪臭の試料を１０倍に希釈し

たとき、その悪臭がほとんど

感じなくなった状態 

３ 



＜排出口の高さが 15 メートル以上の場合＞ ※ 
指   標 ： 臭気排出強度 
大気拡散式 ： 建物の影響による拡散場の乱れ（ダウンドラフト）を考慮した 

大気拡散式を用いる 

＜排出口の高さが 15 メートル未満の場合＞ ※ 
指   標 ： 臭気指数 
大気拡散式 ： 流量を測定しない簡易な方法 

 
 
 
 
 
 
   臭気排出強度（ｍ3Ｎ／分）＝ 臭気濃度×排出ガス流量（ｍ3Ｎ／分） 
   この式において排出ガス流量とは、乾きガス流量であり、実排出ガス（湿り排出ガス）に含まれる水蒸気

の体積分の流量を実排出ガス流量から引いたものであります。 

 
 
 
 
 

※ 算定は、悪臭防止法施行規則第６条の２（排出口における臭気排出強度及び臭気指数に 
係る規制基準の設定方法）第１項、第２項、または大阪市告示第１０３号を参照。 

（参考）環境省水・大気環境局大気生活環境室作成 

「よくわかる臭気指数規制２号基準」パンフレットも参照してください。 

（http://www.env.go.jp/air/akushu/akushu.html） 

       「においシミュレーター（臭気指数規制第２号基準算定ソフト）」 

（http://www.env.go.jp/air/akushu/simulator/index.html） 

 
 ● 排出水における規制基準（第３号）  
 

悪臭防止法に基づく排出水における第３号の規制基準は、排出水から拡散した臭気の地上 

１．５メートルの高さでの最大濃度が、第１号規制基準を超えないよう、次式によって排出 
水の臭気指数の許容限度を定められています。 

    Ｉｗ ＝ Ｌ ＋ １６ 
         Ｉｗ ： 排出水の臭気指数 
     Ｌ  ： 第１号規制基準値 
 
 
 
 
 ◎ 嗅 覚 測 定 法 と は  
 
  嗅覚測定法とは、人間の嗅覚を用いて悪臭を測定する方法の総称をいいます。悪臭防止法に

基づく「臭気指数」は、気体については三点比較式臭袋法で、排出水については三点比較式フ

ラスコ法で測定することとされています。 
 

排出水基準 ： 臭気指数 ２６ 

≪ポイント≫ 

排出水を採取し、三点比較式

フラスコ法で測定します。 

４ 



 
 ◎ 悪臭改善対策の検討  
 
  苦情の原因となる悪臭は、工場又は事業場の種類、作業工程などにより、その原因物質、濃

度、排出量、性状など種々様々です。また、一般的に悪臭改善対策は、通常１つの方法のみで

足りることは少なく、いくつかの方法を組み合わせて行われます。対策を検討するに当たって

は、ただ単に脱臭装置の設置だけではなく、作業内容の改善、悪臭発生施設の構造改善又は配

置変更、排出方法の検討等も考慮することが大切であり、一般的には、次のような改善策があ

ります。 
 
  【 悪臭発生施設等の改善 】 

対   策 検 討 項 目 

 作業内容の改善 

・原材料及び製品の変更 
・原材料等の搬入、搬出保管方法の改善 
・作業工程、作業方法の変更、改善 
・作業時間の変更 

 悪臭発生施設等の構造改善 

・悪臭発生施設の密閉化 
・建屋の窓、入口開放部分の閉鎖 
・配管等からの悪臭漏洩防止 
・悪臭発生施設の配管の変更 
・作業場所の変更 

 排出方法の検討 
・排出口（煙突）の高さや形状の改善 
・排出口の集合化等による改善 

 建屋内の悪臭の捕集 
・局所フードの設置 
・建屋の密閉化及びフードの設置 

脱臭装置の設置、改善 
・吸着法、燃焼法、洗浄法、生物脱臭法やその他 
 の方法を採用 （◎ 脱臭装置の検討を参照） 

脱臭装置の保守管理の改善 
・機能点検 
・適正な維持管理 
・適正な稼働時間 

 汚水処理施設の維持管理の改善 ・汚水処理施設の適正な管理 

 排水路等の改善 
・排水路の設置、又は暗渠化 
・排水路の清掃管理 

 廃棄物（家畜ふん尿等）の処理方法 
の改善 

・廃棄物の堆積場所、保管方法 
・廃棄物の適正な処理、処分方法 

 移 転 ・工業団地、家畜団地等適地への移転 

  

悪 臭 防 止 対 策 

５ 



◎ 脱 臭 装 置 の 検 討  
 
  悪臭は、発生源の業種により多種多様であるため、各々の悪臭を除去するのに適した脱臭装

置が種々開発されているが、脱臭方法の選定にあたっては、脱臭効率が良く、イニシャルコス

ト（設置費）・ランニングコスト（維持管理費）が安く、維持管理が容易な方法を選定するた

めに十分な検討を行うことが大切であります。 
（参考） ※ 環境省環境管理局大気生活環境室作成 

（http://www.env.go.jp/air/akushu/equipment_guide.html） 
◇ ひと目で分かる『脱臭装置』選択ガイド 

≪２００４年版≫を参照してください。 
◇ ひと目で分かる『脱臭装置』選択ガイド 

≪２００３年飲食店版≫を参照してください。 
 
 
 
 
 
  悪臭防止法第２０条により、市長は必要があると認めるときは、工場その他の事業場を設置

する者に対し、悪臭発生施設の運用状況、脱臭設備の状況などについての報告徴収及び立入検

査をすることができます。 
また、未報告、虚偽の報告をした者及び立入検査を拒み、妨げ、忌避した者については、罰

則（法第２９条）が科せられます。 
 
  工場その他の事業場を設置する者は、規制基準を遵守する義務（法第７条）があり、次の両

方に該当する場合、市長は改善勧告（法第８条第１項）を行います。 
 
 
 
 
  この改善勧告に従わない場合は、改善命令（法第８条第２項）を行うことができ、命令に従

わない場合には罰則（法第２５条）が科せられます。 
 
 
 

立 入 検 査 ・ 改 善 命 令 等 

・規制基準に適合していない 
・市長が住民の生活環境が損なわれていると認める 

改善勧告 


